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概要 
 
  この数年、日本国内では、コーポレート・ガバナンスに関する改革が進んできている。2019 年の
1 年間で日本経済新聞朝刊には「コーポレート・ガバナンス」に関する記事が 666 件掲載されてお
り、1 日 1 回以上はコーポレート・ガバナンスに関する記事を目にしていることになる。 
   
  日本取引所グループは、コーポレート・ガバナンスの基本的な目的を「およそ上場会社の企業活
動は、収益を上げ、株主にとっての企業価値を高めることを主要な目的として行われるが、上場
会社がそうした成果を継続的に挙げ続けることを期待するためには、企業活動を律する枠組み、
即ちコーポレート・ガバナンスを通じて経営をそのように動機付け、あるいは監視することが欠
かせない。すなわち、上場会社にとってコーポレート・ガバナンスが有効に機能することは、継
続的に企業価値を高めていくための極めて基本的な要請であり、そのような環境を整えることが
コーポレート・ガバナンスの基本的な目的である」としている。（日本取引所グループ、2019） 
 
  このように、企業活動を律する取り組みが進められている一方で、日本の上場企業の不祥事は
年々増え続けている。日本経済新聞社調べによると、2019 年の不祥事の件数は、これまでの最多
件数を上回ったという。 
  企業にとって、事業規模の拡大とともに、内部統制を図る難易度が高まることは避けられない。
だからこそ重要になるのは、有事の際にどのような対応をとって、置かれている危機状況から脱
却するかだ。そこで本研究では、不祥事が発覚した際に、企業はどのような対応をとるべきなの
かを明らかにすることを目的とした。特に、様々なステークホルダーとの接点となる危機管理広
報の政策に焦点をあてることで、不祥事後の対応が、企業と世間の関係性にどのような影響を与
えるのかを明らかにすることを目的とした。 
 
  近年の大きな不祥事の際には、企業のトップが会見を開き謝罪することが王道の対応とされてい
る。そこで、不祥事の種類によって企業がとるべき広報政策があるという先行研究をもとに、従
来の方法が現代の不祥事対応に適しているのかを定量的に調査することとした。すると、2007 年
当時の流儀は、近年の不祥事の場合には効果を発揮していないことがわかった。そもそも、不祥
事前後の株価の変動率は近年のほうが全体的に高い傾向にあり、不祥事を起こすこと自体への世
間の反応が鋭くなっている事を確認できた。 
 
  先行研究が行われた当時と近年の違いは、ソーシャルメディア（SNS）が発達したことによる外
部環境の変化が大きい。個人による情報発信が容易となったことで、「サイレントクレーム」と
いう新たな消費者の声の形が誕生した。これからの企業には、これらの実態の見えない声を配慮
した活動が求められる。インターネット上に拡散されている情報は真偽も確かでないことから、
企業のリスクは年々高まっているといえる。SNS時代において、従来の企業の危機管理広報の方
法では、危機からの脱却を図ることは難しい。そこで、本研究では SNS時代に求められる、危機
管理広報を実施する際の新たな視点を追求した。 
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1. はじめに 
 
年々、日本の上場企業で、会計や経理の不祥事は増え続けている。 
日本経済新聞社の調査では、2019 年は 11 月末までに 64 社が開示し、これまでの
最多件数 57 社（2016 年）を上回った。近年の特徴は、中国など海外子会社や合弁会
社などで不正が起きやすくなっているという点であり、全体の約 3 割に相当する 18
社の不祥事は海外で発生したものである。これは、日本企業の国際化が進うえで、子
会社や孫会社へのチェックが行き届かなくなっており、グローバル時代に対応した経
営管理体制の整備が急務となっていることを示している。（『日本経済新聞）
2019/12/4 朝刊） 
このように、不祥事や事故が発生した際、企業には、事象の解決を図るだけでな
く、世間に対して、原因究明や対処の説明責任が求められる。しかし、様々な企業の
不祥事後の対応からわかるように、その場しのぎでの軽率な対応は、更なる事態の悪
化を招きかねない。本研究では、不祥事が発覚した際に企業が行うべき対応について
考察する。 
 
2. 危機管理の歴史 
2.1 クライシスマネジメントのはじまり 
日本でリスクマネジメントという言葉が浸透した契機は諸説あるが、わが国唯一
のリスクマネジメントに関する公認学術研究団体である日本リスクマネジメント学会
は、リスクマネジメントの必要性が叫ばれるようになった契機を 3 段階にわけて整理
している。（亀井、1996） 
 
 (1) 1920 年代 ドイツの Risikopolitik —経営管理型リスクマネジメント  
   
第一次大戦当初よりインフレーションがはじまっていたドイツは、戦後、課さ
れた巨額の戦争賠償金が原因で、ハイパーインフレーションの状況に陥った。そ
れは、約 5 年間（1918 年〜1923 年）で物価が一兆倍に跳ね上がるほど影響の大
きい出来事であった。「かまどは紙幣で燃やした方が安上がり」とまで言われる
ほどの状況であり、如何にインフレーションに立ち向かい経営管理をしていくの
かを考えるうえで、企業防衛のシステムとして打ち出されたのが、この経営管理
型リスクマネジメントである。 
  
(2) 1930 年代 アメリカの Risk Management —保倹管理型リスクマネジメント 
 
   時期はドイツと同じく第一次大戦後である。 
   市場が拡大し、生産工程が複雑になった結果、経営者たちは今までとは違った
困難な状況に遭遇するようになった。その際、置かれている状況に対する損失の
対策として保険を導入するようになった。特に、自動車・航空機産業の発達によ
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って、労災事故、自動車事故、航空機事故が発生し、それに対する賠償責任も無
過失責任を問う風潮になり、賠償額も急上昇したことから、保険の導入は不可欠
なものとなった。保険管理型リスクマネジメントは、企業を永続させるための施
策である。 
  
 (3) 1960 年代 アメリカの Crisis Management —危機管理型リスクマネジメント 
  
1960 年代以降は、すべての事故に必ずしも保険をつけることができなかった
ため、保険管理のみならず保険がカバーしない範囲も含めてのリスクマネジメン
トの必要性が叫ばれるようになった。また、1962 年 10 月に勃発したキューバ危
機を契機に、国家や政権の存立に関わる事態に対して、どのように対処すべき
か、リーダーがどうあるべきかを研究する分野としてクライシスマネジメントの
考え方がスタートした。（佐藤、2004）クライシスマネジメントという言葉自体
は、ケネディ政権下の Robert S. McNamara 国防長官が演説内で述べた“There is 
no longer any such thing as strategy, only crisis management.” という一文の中
で初めて使用された用語である。 
キューバ危機は、人類の歴史の中で最も重大な意思決定であり、「意思決定の
間違いや関係者の誤解が、米ソ間の全面核戦争につながる恐れのあるものだっ
た。米国のケネディ大統領にとってさえ荷の重い意思決定で、ホワイトハウスに
集まった政権メンバーの助言と支援がなければ、真正面から事態に向き合う重圧
に耐えきれなかったかもしれない。事後の検証で、ホワイトハウスのメンバーを
もってしても、リスクを正確に把握できていなかったこと、したがって選択が必
ずしも最適ではなかったことが判明している」（大林、2014）とも言われている
ように、危機発生後の対応を正確且つ迅速に決めて遂行することは簡単に実現で
きることではなく、政府や企業などの組織には、緊急時に適切な対応ができるよ
う、あらかじめあらゆる危機を想定した対応策の立案が求められていることを
我々に教えてくれる出来事であった。 
 
2.2 リスクマネジメントとクライシスマネジメント  
1980 年代以降、日本におけるリスクマネジメントという単語は、国家間の安全保
障といった政治用語や軍事用語として定着していた。それが徐々に、大企業を中心
に、現在では中小企業でも企業内部での非日常的な危機事態への対処の必要性から使
われるようになった。「リスクマネジメジント」と「クライシスマネジメント」はど
ちらも「危機管理」と訳されることが多く、混同して扱われがちであるが、本論文で
は、東京海上日動リスクコンサルティング（株）危機管理グループの定義を参考に、
使い分けることとする。（渡部、2007） 
「リスクマネジメント」とは、経営の安定化を図りつつ、企業・組織として存
続・発展していく上で障壁となるリスク及びそのリスクが及ぼす影響を正確に把握
し、事前に経済的かつ合理的な対策を講じることで、危機の発生を回避するととも
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に、万が一危機が発生した際の損失を極小化するための経営管理手法である。それに
対し「クライシスマネジメント」は、危機発生時に、損失を極小化するために実施さ
れているすべての活動を示す。2 つの主な違いは、危機発生前後どちらを対象とする
マネジメントを指しているかという点にある。 
 
3. 研究の目的と意義 
 
本来、広報を担う人間には、経営層・事業担当者とマスメディアを繋ぐ架け橋と
なることが求められる。これは自社の事業や経営者の考えを熟知しているだけで実現
できることでなく、日頃から、業界や同業他社の情報のみならず、世の中のトレンド
も常に抑え、記者がどのような情報を必要としているのかを把握することが重要だ。
また、瞬時に、世間に向けて公表すべき内容かどうかを判断し、公表する場合にはど
のような方法が最適かを考えるスキルも求められる。中小企業では、社長が広報を兼
務していたり、社長直下の組織として配置されていたりすることがある。そこからも
わかるとおり、広報は経営戦略の一つとして位置付けられるべき業務・職種であり、
そのなかでも特に、有事の際の対応には、専門知識が求められる。 
様々な企業で経営手腕を発揮してきた松本晃氏も、トラブルはハンドリング次第
で危機にもビジネスにもなると述べているように本来軽微なはずの出来事であって
も、対応次第では取り返しのつかない事態に進展することがある。（ダイヤモンド
社、2020） 
よって、本論文の目的は、企業不祥事の際の危機対応に関する分析結果を通じ
て、各企業における広報活動の必要性の認識を後押しすることにある。 
企業は不祥事の抑制として、従前より、自社のガバナンス改革に取り組んでき
た。近年では、外国人株式保有比率の上昇による海外投資家の影響により、日本企業
には海外ステークホルダーにも理解しやすい構造であることが求められている。その
ため 2015 年 3 月には、金融庁と東京証券取引所から、上場企業がガイドラインとし
て参照すべき原則・指針として、コーポレート・ガバナンス・コードが公表された。
会社法も大きな改正が行われ「監査等委員会設置会社制度の創設」「社外取締役を置
くことが想定でない理由の開示」「社外取締役等の要件の厳格化」が定められるな
ど、一定の強制力をもって、徐々に日本の上場会社において株主・経営者間の利益を
一致させるためのガバナンスは強化されつつある。実際に、社外取締役を 3人以上導
入している東証 1部上場企業数は、259 社（2014 年）から 4.4倍の 1140 社（2019
年）に増加し、取締役会に占める社外取締役の比率は年々高まっていることがわか
る。3分の１かつ 3人以上の構成になっている企業数も、111 社（2014 年）から 7.3
倍の 816 社（2019 年）と増えており、多くの企業がガバナンス強化に努めているこ
とがわかる。（日本取締役協会、2019 年） 
その一方、社内統制のためのガバナンス推進はまだ道半ばであり、実際に、年々
企業の不祥事は増加し続けている。しかし、そもそもコーポレート・ガバナンスの強
化は、「本コード(原案)では、会社におけるリスクの回避・抑制や不祥事の防止とい
った側面を過度に強調するのではなく、むしろ健全な企業家精神の発揮を促し、会社
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の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることに主眼を置いている」（コー
ポレート・ガバナンス・コード序文 7、2014）とあるように、日本企業の「稼ぐ力」
を取り戻すという政府の成長戦略の一環として策定されたもので、不祥事の減少を目
的としたものではない。 
また、どんなにガバナンス強化を徹底しているとしても、人口減少、経済縮小に
よる競争激化や、デジタルトランスフォーメーションの推進や新技術の取り込みに対
応するために、常にビジネスモデルの改革が求められている企業にとって、内部統制
と改革を同時に進めることの難しさは、経営者にとって永続的な課課題といえるだろ
う。 
では、企業はどのように不祥事の発生を防ぎ、あるいは発生した際の被害を最小
限に抑えることができるのだろうか。特に近年では、グローバルに展開する企業が増
えるうえで社内での統制整備が追いつかず、予期せぬ出来事が発生した際に、迅速に
正確に対応することも難しくなっていることが、海外子会社での不祥事が多発してい
ることからも読み取れる。 
近年の不祥事を見ると、重要な事項が発生した際、会見を開き調査報告を実施し
たにも関わらず、その場で膿を出しきれず、あとから徐々に被害状況が拡大し、幾度
に渡り再報告を繰り返すケースが多かった。特に、複数箇所に工場を所有している製
造業では、後から五月雨式に、各工場での不正が発覚する光景も見受けられた。企業
はその都度、世間に対して謝罪することになるが、いつまでも問題を長引かせつづけ
ることは、ガバナンスの効いていない企業として認知される危険性がある。 
不祥事が発生した際の広報対応として、如何に内部の情報を集約し、企業として
それをどのように判断するかを見極め、正確・迅速に世間に対して公表できるかは、
企業の広報に携わる人間に課された課題であり、それは、その後の事業活動に大きな
影響を与える、クライシスマネジメントの重要な一要素である。 
広報とは、「個人または組織体が、その関係する公衆の理解と協力を得るために、
自己の目指す方向と誠意を、あらゆるコミュニケーション手段を通じて伝え、説得
し、あわせて自己修正をもはかっていく継続的な対話関係である。自己の目指す方向
は、公衆の利益に合致していなければならず、また現実にそれを実行する活動をとも
なわなければならない」（加固、1969）ものである。あらゆる手段を用いて、様々な
ステークホルダーとの情報共有を行う役割を担う存在で、それは通常の企業活動の際
にはもちろん求められるものだが、それだけでなく、有事の際の対応にも求められる
ものなのである。 
これを実現するには、ただ自社の情報を発信するだけではなく、社会の一員とし
て、地域社会とともに歩む姿勢を広く知らしめることが重要であるのと同時に、社会
の声を広く聞き、常に自社が世間からどう思われているかを認識し、社会にあわせて
変化、改善していくことが必要で、まさに「Public（公衆との）Relations（関係づく
り）」を遂行することが求められる。特に、情報通信が発達した現代においては、リ
アルだけでなく、SNS 上の“世間の声”にも耳を傾けることが求められている。 
また、一般的に、広報・PR と広告宣伝の役割は混同されがちである。だが、自社
や自社の商品を社会に認知させることが役割であることは共通しているものの、広告
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宣伝はメディアを有料で使って自由に発信することが可能なのに対し、広報・PR は
記者やメディアを間に入れた活動をするため、自由な発信ができないという大きな違
いがある。つまり、広告宣伝と比較した際の広報・PR とは、第三者を挟むことで説
得力を補い、ステークホルダー（株主・投資家、従業員、地域住民）との繋がりを築
く存在である。 
しかし近年では、SNS の発達によってコミュニケーションの手段が変化してきた
ことで、様々な“ステークホルダー”との距離が近くなり、今までは非常に遠い存在
であった個人消費者なども身近な存在となってきた。そこで、企業の広報/PR活動
には、より幅広い信頼性が必要とされ、また迅速性も求められるようになっており、
それに応じて難易度は増している。 
本論文においては、危機発生時の企業広報政策に焦点をあてて分析・事例研究を
することで、企業における広報活動の重要性を、実感を持って理解し、広報活動が経
営に不可欠であることを証明することを目的に検証を行った。 
 
4. 企業の危機管理広報 
4.1 一般的に行われている危機管理広報対応 
今や、すべての企業にとって「危機管理」は決して他人事ではない。 
重要情報の漏洩や大規模システム障害、製品事故に対する巨額賠償請求、内部告
発や横領問題など、企業の業種・規模を問わず、思わぬ危機に見舞われ、経営者の辞
任、業績悪化など多大の損失を被る事例は後を絶たない。 
このように、危機事例の多発を受け、多くの企業経営者が危機管理の重要性を痛
感し、多くの大手企業では「危機管理室」「リスクマネジメント委員会」といったリ
スク対応組織が設置されるようになってきた。しかしその一方で、箱としての対応は
整えられたものの、危機管理の実践的な体制を、思うように構築できずに悩んでいる
例が少なくないのもまた、現状である。（深津、2004） 
数多くの PR 会社などによって、危機発生時の広報の動きは一般フロー化されてい
る。例えば、広報会議（2020）が提示しているものは、「初動対応」「電話対応」
「資料作成」「記者会見」「事後対応」が基本的な対応であり、それぞれにおいて標
準の対応期限があるとしている。このような流れを受けてなのか、不祥事が発覚した
際には、会見が開かれ、企業トップが謝罪するのが近年では通例となっている。（表
1） 
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表 1 一般的な危機管理フロー 
項目 内容 期限 
【STEP1】 
初動対応 
迅速に対策本部を設置し、情報収集と
コメントを作成する 
発覚〜2・3 時間以内 
【STEP2】 
電話対応 
新鮮な情報を正確に伝え、言えない理
由も説明する 
発生 2.3 時間後〜半日
後 
【STEP3】 
資料作成 
30分で要点をまとめる。応急措置策も
記載する 
電話対応中〜半日後 
【STEP4】 
記者会見 
メディアの向こう側を意識し、自分の
言葉で説明する 
発生後半日後、 
遅くとも 12 時間後ま
で 
【STEP5】 
事後対応 
記者への補足説明と、各社の報道内容
のチェック 
記者会見直後〜翌日以
降 
 
4.2 先行論文 
危機管理広報に関係する先行研究は国内外で多数発表されている。その中で、森
口（2007）は、企業の不祥事後の広報政策における失敗は、否定的な報道を招きやす
く、風評被害等から株価の下落につながり、最悪の場合は倒産に至ってしまうことを
説いた。そのため、不祥事後に企業がとる広報施策は、企業の命運を左右するほど重
要なものであることを、不祥事後の株価回復率に着目し、広報政策前後の株価の動き
を比較することで、株価を回復させるためにどのような広報施策が有効かを分析の結
論としている。 
森口（2007）は、2001〜2007 年に日本でみられた不祥事を対象として、その際に
実施された広報政策と株価の動きを分析し、企業が実施している広報政策を、大きく
5 つに分類している。（表 2） 
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表 2 広報政策の分類 
広報政策 評価内容 
トップ辞任 
トップが責任をとって辞任したかに加え、辞任のスピードも考
慮 
原因究明 不祥事が起きた原因についての発表の有無及びスピード 
再発防止 再発防止策の発表の有無及びスピード 
初期対応の早
さ 
初期段階でトップが会見したかどうか。企業の責任を認めたか
どうか / 不祥事に関する対策本部の設置を迅速に行なったかど
うか 
潔さ 記者会見において責任逃れのような発言がなかったか 
    
先行論文中で定義されている株価回復率は、不祥事が起きてから 1 年後に、不祥
事を起こした企業の株価が業界平均と比べてどの程度回復したかを表す値を示す。P
値 10%を有意水準とし、標準偏回帰係数がプラスであれば、広報政策が株価回復に正
の影響をもたらすと評価し、株価回復率の観点から、5 つの広報政策のどれが、どの
ような内容の不祥事に対して有効なのかを紐づけることができるのではないかという
仮説のもと、3 点を結論づけた。(表 3) 
 
  ・経営者関与の不祥事では「原因究明」、次いで「トップ辞任」の広報が重要 
  ・製造物責任の不祥事では「初期対応の早さ」の広報が必要 
  ・情報改竄・漏洩の不祥事では「再発防止」、次いで「初期対応の早さ」の 
   広報が重要 
 
表 3 先行論文における重回帰分析の結果 
  
経営者関与 製造物責任 情報改竄・漏洩 
標準偏回帰
係数 
P値 
標準偏回帰
係数 
P値 
標準偏回帰
係数 
P値 
トップ辞任 0.476 0.064 - - - - 
原因究明 0.875 0.006 -0.672 0.016 -0.512 0.088 
再発防止 - - - - 0.893 0.005 
初期対応の
早さ 
-0.539 0.023 0.442 0.054 0.419 0.048 
潔さ - - -0.447 0.057 -0.600 0.059 
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なお、調査の対象とした不祥事は、「企業不祥事辞典」（斎藤、2007）に掲載さ
れている日本の上場企業が起こした不祥事と、2007 年 1 月〜10 月に日経テレコンで
「不祥事」というキーワードで検索された上場企業の事件を元データとし、その中
で、日本経済新聞における報道日直後の記事が 1000文字以上になった 48 件を抽出し
ている。 
 
5. 近年の不祥事対応 
5.1 先行研究をふまえた議論の方向性 
森口（2007）は、広報政策と株価回復率の関係を分析し、不祥事発生後の株価回
復には広報政策が有効であり、特に「経営者関与」「製造物責任」「情報改竄・漏
洩」に関する不祥事に対しては、それぞれ「原因究明」「初期対応の早さ」「再発防
止」といった適切な広報政策があると結論づけた。 
しかし近年においては、不祥事が発覚した際にはその内容によらずほぼ一律、各
社とも、あらかじめ定めた、表 1 一般的な危機管理広報フローのような規定に基づい
た対応をとっているように見える。特に、世間の注目を招く程度の重度な不祥事が発
覚した際には、社長会見が開かれ、その場で、原因究明・再発防止に努めることを宣
言することが一般化している。加えて、第三者の目で公平に調査された結論であるこ
とを明確にするために、第三者委員会等の外部調査委員会を設置する例も多く、企業
の危機管理広報の流儀は整ってきているといえる。（図 1）さらに、2015 年のコーポ
レート・ガバナンス・コードの適用開始以降、第三者委員会を設置する企業は増加し
ていることは明らかであり、これは、コーポレート・ガバナンス・コードの基本原則
4 に基づき、社外取締役の選任が義務付けられたことも寄与しているであろう。 
 
 
図 1 第三者委員会設置件数推移（第三者委員会ドットコムを参考に筆者作成） 
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【基本原則 4】 
上場会社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の
持続的成長と中長期的な企業価値の向上を促し、収益力・資本効率等の改善を図
るべく、 
 
― 企業戦略等の大きな方向性を示すこと 
― 経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整備を行うこと 
― 独立した客観的な立場から、経営陣（執行役及びいわゆる執行役員を含
む）・取締役に対する実効性の高い監督を行うこと 
  
をはじめとする役割・責務を適切に果たすべきである。 
こうした役割・責務は、監査役会設置会社（その役割・責務の一部は監査役及
び監査役会が担うこととなる）、指名委員会等設置会社、監査等委員会設置会社
など、いずれの機関設計を採用する場合にも、等しく適切に果たされるべきであ
る。 
 
この原則に則り、企業は 2名以上の社外取締役設置を義務付けられている。社外
取締役には『監督（モニタリング）』と『助言（アドバイス）』の機能が求められて
おり、直接的な業績向上に貢献しているのか、そもそもどのような人材が適している
のかなど議論されている最中である。しかし、一方では「社外取締役が日本企業のガ
バナンスに次第に実質的な役割を果たすようになっていることが示された」（江川、
2007）という評価もされている。 
この考え方が不祥事の際の調査にも流用されており、社外の視点から調査・監督
されることが、世間に対して、調査手段や結果が潔白であることを示す手段として浸
透してきているといえる。 
 
5.2 仮説 
しかし、いわば“王道”通りの対応をしているにも関わらず、不祥事対応を咎め
られ、長期間メディアを騒がせ続ける企業も存在する。 
2019 年 7 月 1 日にサービス開始したセブン＆アイ・ホールディングスのスマート
フォン決済サービス 7Pay はサービス開始直後より不正チャージおよび不正利用の被
害が相次ぎ、7 月 31 日 17 時時点で 808人、述べ 38.615,473円の被害額となった。
（セブン＆アイ・ホールディングス、2019）当初開かれた会見では、執行役員が「脆
弱性に問題はなかった」と発言しているが、後から自社サイトに掲載された書面に
は、「複数端末からのログインに対する対策や二要素認証等の追加認証の検討が十分
でなく、『リスト型アカウント ハッキング』に対する防御力を弱めた」と記述され
ており、会見での執行役員での発言が誤りであったことを認めていると同意である。 
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なお、「実は会見から遡ることおよそ 7 時間前、既にこの問題はソーシャルメデ
ィアで話題に上がって」（日経ビジネス、2019/12/16）いたように、7Pay は後発の
サービスだったにも関わらず、他社で基本的にとられている安全対策がとられていな
かったことが、外部の目からもわかる程度に明白であった。世間がその情報を把握し
ていたにもかかわらず、セブン＆アイ・ホールディングスは、自らが開いた会見の中
で、企業のトップが十分な認識を持っていないことを露呈してしまうというお粗末な
対応をしてしまったのだ。これは、不正確な情報を伝えるという、決してあってはな
らない対応で、たとえ迅速な対応であっても、調査や状況の把握が十分でない場合
は、逆効果となることを示す一例である。 
本論文においては、通信技術や SNS の発達により、容易に情報が拡散するように
なった現在、近年の不祥事対応は複雑化しており、森口(2007)が唱えた対応に加え、
新たな観点が必要であることを検証する。 
 
5.3 分析方法 
先行論文が対象とした不祥事 31 件と、近年の不祥事の株価推移を比較する。 
市場株価法により、各事象が新聞朝刊に初めて掲載された日を基準に、前 3ヶ月
の平均と翌 3ヶ月の平均の変動率を算出した。先行論文の結論通りの対応を実施した
企業が、そうでない企業と比較して、変動率を最小限に抑えることができているかど
うかを検証した。なお、近年の不祥事抽出は、先行論文で不祥事を抽出した方法を踏
襲し、2018 年 10 月〜2019 年 9 月に日経テレコン、ヨミダス歴史館、聞蔵 IIビジュ
アルで「不祥事」というキーワードで検索された上場企業の事件を元データとし、そ
れぞれ日本経済新聞、読売新聞、朝日新聞朝刊における報道日直後の記事量が 1000
文字以上になった 20 件を抽出した。（表 4） 
 
表 4 対象不祥事一覧 
項番 企業名 内容 新聞掲載日 
株価 
変動率 
旧 1 参天製薬 目薬異物混入恐喝未遂事件 2000/6/15 5% 
旧 2 
三菱自動車工
業 
リコール隠し問題 2000/7/19 -6% 
旧 3 若築建設 贈賄事件 2000/7/1 -15% 
旧 4 三井物産 不正入札事件 2002/7/4 -20% 
旧 5 日本ハム 国産牛肉偽装事件 2002/7/31 -29% 
旧 6 東京電力 自主点検記録改竄事件 2002/8/30 -11% 
旧 7 JR西日本 新幹線運転士居眠り事件 2003/2/27 -7% 
旧 8 ブリヂストン 工場火災事件 2003/9/9 -10% 
 
 13 
旧 9 JR東日本 中央線ポイント配線ミス 2003/9/29 -2% 
旧 10 日本テレビ 視聴率買収事件 2003/10/25 -5% 
旧 11 イオン 
ショッピングセンター生ゴミ処理
室爆発事件 
2003/11/6 13% 
旧 12 トヨタ自動車 試験問題漏洩事件 2003/12/3 5% 
旧 13 UFJ銀行 金融庁検査妨害事件 2004/6/19 2% 
旧 14 関西電力 美浜原発上記噴出事故 2004/8/10 1% 
旧 15 三井物産 
粒状物質除去装置のデータ捏造事
件 
2004/11/23 1% 
旧 16 JFE スチール 汚水排出と水質データ改竄事件 2005/2/4 6% 
旧 17 みちのく銀行 顧客情報紛失事件 2005/4/23 -6% 
旧 18 JR西日本 福知山線脱線事故 2005/4/26 -10% 
旧 19 クボタ 汚水排出と水質データ改竄事件 2005/6/30 18% 
旧 20 松下電器 石油温風機一酸化炭素中毒事件 2005/12/6 16% 
旧 21 JR東日本 羽越線脱線事故 2005/12/26 15% 
旧 22 ヤマハ発動機 産業用無人ヘリ不正輸出事件 2006/1/23 3% 
旧 23 アイフル 違法貸し付け事件 2006/4/14 -26% 
旧 24 KDDI 個人情報流出事件 2006/6/14 8% 
旧 25 トヨタ自動車 リコール放置問題 2006/7/12 1% 
旧 26 不二家 期限切れ原材料使用事件 2007/1/11 6% 
旧 27 北海道ガス 北見市都市ガス漏れ事故 2007/1/20 1% 
旧 28 北陸電力 臨界事故隠し 2007/3/15 -8% 
旧 29 NEC 水増し発注 2007/5/29 -5% 
旧 30 
三菱東京 UFJ
銀行 
投信不適切処理 2007/6/8 -7% 
旧 31 フジテック エレベータ鋼材強度不足問題 2007/7/13 -11% 
新 1 
大和ハウス工
業 
中国の合弁会社における不正受給
問題 
2019/3/14 -5% 
新 2 
大和ハウス工
業 
建築基準法違反 2019/4/13 -8% 
新 3 
野村ホールデ
ィングス 
社員による内部情報漏洩問題 2019/5/24 -10% 
新 4 スズキ 新車完成検査不正問題 2019/4/13 -6% 
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新 5 
リズム時計工
業 
中国子会社における不適切な会計
処理 
2019/3/15 -26% 
新 6 日本航空 機長の飲酒問題 2018/11/2 0% 
新 7 鳥貴族 消毒用アルコールの提供事故 2016/8/16 16% 
新 8 日産自動車 新車完成検査不正問題 2017/9/30 -2% 
新 9 日産自動車 ゴーン氏による横領問題 2018/11/20 -10% 
新 10 KYB 
免震・制振装置の検査データ改竄
問題 
2018/10/17 -43% 
新 11 神戸製鋼所 
アルミ・銅製品の品質データ改竄
問題 
2017/10/9 -22% 
新 12 スルガ銀行 不適切融資問題 2018/2/24 -34% 
新 13 レオパレス 21 施工不良問題 2018/5/30 -31% 
新 14 IHI 航空機エンジンの無資格検査問題 2019/3/5 -20% 
新 15 ホシザキ 不適切会計問題 2018/12/15 -24% 
新 16 
三菱マテリア
ル 
品質データ改竄問題 2017/11/23 -5% 
新 17 日立化成 品質データ改竄問題 2018/6/30 -9% 
新 18 関西電力 
福井県高浜町の元助役からの金品
受領問題 
2019/9/28 -4% 
新 19 LIXIL 連結子会社における不正受給問題 2019/2/9 6% 
新 20 
大戸屋ホール
ディングス 
アルバイト従業員による不適切動
画投稿問題 
2019/3/5 -1% 
5.4 結果  
本論文で新たに抽出した不祥事における、広報政策と株価の関係を示す。ただ
し、今回採用した不祥事の抽出法では「情報漏洩・改竄」のサンプル数が十分にとれ
なかったため、本分析では「経営者関与」と「製造物責任」に関する不祥事の分析を
実施している。 
分析モデルとしては、市場株価法によって算出した不祥事公表前後 3ヶ月の平均
株価の変化率を目的変数、先行論文で結論づけられている適切な施策を説明変数とし
て単回帰分析を実施した。どちらも、P値が 10%水準および 5%水準どちらにおいても
水準未満であるため、帰無仮説を棄却することができず、不祥事と広報施策の有効性
が立証できなかった。また、決定係数である重決定 R2 も 1 をはるかに下回ってお
り、「経営者関与 − トップ辞任」「製造物責任 − 初期対応の速さ」が最適な広報政
策の組み合わせでなくなっていることが明確となった。（表 5） 
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表 5 回帰分析結果 
不祥事の種類 広報政策 重決定 R2 P-値 
経営者関与 原因究明 0.28 0.27 
製造物責任 初期対応の早さ 0.14 0.32 
情報漏洩・改竄 再発防止 （サンプル数不足のため未実施） 
 
なお、本論文で新たに抽出した事例の平均株価変動率は、公表後に 12%低下してい
る。先行論文が対象としていた事例の平均株価変動率-3%と比較すると、低下率が 9%
上昇している。（表 6）また、先行論文が対象とした不祥事の約半数は、公表後に株
価が上昇していたが、本論文で新たに抽出した不祥事のうち平均株価が 3ヶ月以内に
上昇した割合は 15%に過ぎないこともわかった。（図 2） 
 
表 6 平均株価変化率 
  最高 最低 平均 低下した件数（割合） 
先行論文（31 件） 18% -29% -3% 16 件（52%) 
本論文（20 件） 16% -43% -12% 17 件 (85%) 
 
 
図 2 日本経済新聞朝刊掲載前後 3ヶ月平均の株価変化率 
  
これより、森口（2007）が結論づけた、不祥事と適切な広報政策の関係性は, 
現在は崩れている、もしくは、それだけでは不足しており、追加で他の対策が必要で
あることがわかった。 
また、多くの企業がクライシスマネジメントの必要性を理解して対応を進めてい
るにも関わらず、ほぼすべての不祥事で株価が低下している現状に着目すると、社会
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が企業を見る目が厳しくなっており、不祥事が発生すること自体が受け入れられない
兆候にあると推察する。2006 年に「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の
開示義務づけや、2008 年に「内部統制報告制度（J-SOX法）」が導入される過程
で、企業がガバナンス整備に取り組み、そもそも不祥事を発生させないことが求めら
れるようになった。よって、不祥事が発生すること自体の業績への影響が年々大きく
なっているといえる。よって、企業には、より徹底した危機管理対応が求められるよ
うになっている。 
 
6. 今後の危機管理広報 
6.1 仮説設定 
デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社が、日本の産業界の
リーダーや国際企業のトップマネジメントを対象に危機対応の現状と準備状況につい
て実施した調査によると、危機への事前準備が概ねできていると回答した企業は 43%
に過ぎない。しかし一方で、対応ラインの強化は進んでおり、76%の日本企業が対応
策の一環として外部アドバイザーを起用したと回答している。 
この調査結果が示す通り、多くの企業の広報担当者は、自社に起こり得るクライ
シスを想定して、常日頃マニュアル作成などの対応に取り組んでいる。しかし、実際
に危機が発生した場合には、その時点の外部環境を適切に捉えること、また、メディ
ア視点での危機管理対応を実施することが求められる。それらを全て広報担当者が的
確に実施することは難しく、外部アドバイザーを導入することが、近年の不祥事の際
の主流対応となっているのである。そして、このように、多くの企業が危機への事前
準備を徹底するようになっただけでなく、不祥事発覚の際には、素早い記者会見での
公表・謝罪や再発防止の宣言にとどまらず、第三者委員会設置を設置し、外部の目か
らの原因究明を行うことで、信頼の回復を図る工夫が行われている。 
だが、対応を徹底しているにも関わらず、収束を図ることができない例も多々生
じている。そこで、先行論文が執筆された 2007 年以降外部環境が変化したことに伴
い、企業が実施すべき広報政策に変化が生じている可能性を検証する。 
森口（2007）が分析対象としていた不祥事は、2007 年以前のものを対象にしてい
るが、日本では 2008 年の Twitter 上陸以降利用者数が急増し、2017 年 10 月時点で
4500万アカウントまで到達するほど、スマートフォンの浸透とともに、若者を中心
にとする SNS 時代が築かれた。また、企業の不祥事後の会見の様子は YouTube で公
開されるのが一般的となり、会見中にリアルタイムで、見知らぬユーザ同士が、会見
の様子について意見を述べ合うやりとりも見られるようになった。そこで、SNS を
通じた消費者同士のやりとりにより、企業の危機管理手法は変革せざるを得なくなっ
ている可能性を検証する。 
 
 仮説 1：外部環境の変化に伴い、「不祥事」の源が広範囲化している 
 仮説 2：世間での拡散の流れ・量が変化したため、従来の広報政策では賄えない 
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6.2 分析と結果 (仮説 1) 
本論文で新たに抽出した不祥事の中には、大戸屋ホールディングスのアルバイト
従業員による不適切動画投稿問題（表 4 新 20）のように、先行論文が対象とした不
祥事にはない分類「SNS 発端」の不祥事が存在している。（図 3） 
 
 
図 3 不祥事の種類比較（先行論文と本論文の比較） 
 
「SNS 発端」の不祥事とは、2013 年頃より浸透するようになったバイトによるテ
ロ行為を示す造語「バイトテロ」を指すものである。2019/12/16創刊の日経ビジネ
スによると、バイトテロは収束の兆しが見えず、2019 年には、今回の分析対象とし
た大戸屋ごはん処以外にも、すき家、くら寿司、セブンイレブン、ファミリーマート
でも同様の事象が発生している。 
バイトテロの最大の恐ろしさは、情報の不確実性が高いことにある。従来の不祥
事の多くは、企業自ら、もしくはマスメディアや金融庁など主体の違いはあれども、
公表者は十分な調査を実施し、企業に非があることを前提に、世間に対して情報を発
信していたものである。しかし、SNS を通じて個人から発信されるようになった情
報は、そのような調査の過程を一切通すことなく、世間に晒される。それらの情報
は、誤った内容もしくは誤解を受けやすい内容を含んでいることもあり、場合によっ
ては、企業が被害者の側面もあるにも関わらず、「従業員の不祥事」として責任の矢
を向けられる。また、社員が、業務上知り得た情報や自社の機密情報、顧客への暴言
を、意図せず SNS に投稿することも、バイトテロ同様に不祥事の火種となる。突き
詰めれば、根本に社員教育の不徹底や労働環境の劣悪さなどの諸問題が隠れており、
紐解けば企業に原因があると言える問題もあるだろう。しかし、情報拡散チャネルが
限られていた SNS 浸透前には考えられなかった内容の不祥事が SNS の発達により発
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生するようになり、企業が神経を尖らせなければならない領域が広がったのは明確で
ある。（図 4） 
 
 
 
図 4 SNS 発達に伴う不祥事の火種の広がり 
 
6.3 分析と結果 (仮説 2) 
SNS の発達によって不祥事の発生源が拡大したのと同時に、情報の拡散手段・量
にも変化が起こっている。 
オクスフォード英語辞典が「2016 年の世界の言葉」として選出した言葉 ”post-
truth”は、英国の EU離脱国民投票、トランプ氏が勝利した米国大統領選挙で顕在化
した現象である。この現象は、「特定の政治的利害を共有する勢力がフェイクニュー
スなどの虚偽情報を SNSを中心に大量に拡散させることで、社会的な情報攪乱、敵対
勢力の権威失墜、社会の分断などを引き起こし、世論の操作や公的機関、マスメディ
ア報道への人々の信頼の失墜を試みる、極めて政治的、組織的な現象であったことが
内外の調査から明らかになっている。」（伊吹、2007 年）「たとえ事実に反してい
ても、人々の感情に強く訴えかける情報によって世論が作られ、ひいては社会に大き
な影響を与える状況こそが、“post-truth”である。」（池田、2017）とあるよう
に、SNS 時代における「拡散」は人々の情報入手経路を大きく変えることとなり、
人々の判断を操作するまでになった。 
総務省(2015)の調査では、SNS利用者の中でも自ら積極的に情報発信を行ってい
る層は少数にとどまっていることが明確になっている。しかしその一方で、
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Facebook のいいね！や Twitter のリツイート機能等を利用して情報を広めることに
該当する、他人の投稿を知人と共有する情報の「拡散」は、SNS利用者の 5 割以上
が実施しており、そのうちの約 17%はほぼ毎日実施していることが判明した。この傾
向は、世代別に見ても大きな違いがなく、SNSユーザに共通した行為であることが
わかる。（図 5） 
 
 
図 5 SNSでの情報拡散傾向（年代別） 
 
また、彼らの拡散契機は、「内容に共感したかどうか」が 46.2%で最も多く、「内
容が面白いかどうか」が 40.4%でこれに続く。これに対し、「情報の信憑生が高いか
どうか」は 23.5%と相対的に低く、SNSで拡散される情報は、真実かどうかよりも、
共感できるかどうかや、面白いかどうかを基準にして選ばれる傾向があることがうか
がえる。SNS時代は、誤った、もしくは誤解を招く情報が発生しやすくなったと同時
に、それらの信憑性が確かめられることなく、拡散される傾向にあることがわかる。
「運営事業者が本人確認を行って認証している公式アカウントかどうか」や「発信者
が有名人かどうか」の回答数が少ないことからも、その点は立証できる。情報の拡散
傾向は、年代によって違いがあることがわかっており、「内容に共感したかどうか」
を基準とする人の割合は年代が下がるほど高くなり、反対に「情報の信憑生が高いか
どうか」を基準とする人の割合は年代があがるほど高い。（図 6）よって企業には、
あらゆる年代を想定した危機管理を行う必要が生じていることがわかった。 
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図 6 情報拡散の基準（年代別） 
 
 また、「フードで顔を覆って、誰か分からない匿名状況を作ると被験者がより攻撃
になるという没個性化（deindividuation）の効果は、Zimbardo の研究によって広く
知られるようになった」（大渕、1987）とおり、の Twitter などの SNS 上での匿名
のユーザの活動を考慮しなければならない。Twitter を代表する SNSによって作られ
た匿名環境もその例外でなく、SNS 上のユーザは攻撃的な傾向にあり、攻撃の対象
は個人だけでなく企業にも向けられる。偽りの情報をもとにした攻撃に、企業がどの
ような対応をすべきかを定義することは難しい。 
よって、企業には SNS 上での情報拡散の流れを理解し、各ステップにおける適切
な対応が求められる。事象が発生してから、炎上するまでの段階で、どのような危機
管理対応をすべきか、ステップごとに整理する。（図 7） 
 
ステップ 1：インターネット上への情報公開 
Webサイトや SNS 上に、様々な事象が「情報」として公開される。 
ストレージ開発企業の EMC は、IDC と共同で、地球上で生成されるデジタル
データの年間生産量は 2013 年の 4.4ZB に対し、2020 年には 10倍の 44ZB に達
するという調査結果を報告している。通信技術や各種チャネルの発達によりデジ
タルデータが増え続けるなかで、この中には先にも述べたように、発信源・真偽
ともに正確でない情報も多数含まれている。 
先に誤った情報が公開されて、顧客や社員、株主などのステークホルダーの不
安を仰ぐことがないよう、企業は不祥事発覚後速やかに事実調査を行い、自らの
手で事実を公開し、大元の情報を管理するのがよい。（危機管理対応①②） 
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ステップ 2：ユーザ間での情報拡散 
インターネット上に公開された情報は、SNS を通じて様々なユーザへ拡散さ
れていく。SNS 上では、フォローした特定のユーザの最新情報を自身のタイム
ライン上で確認できることができるため、自身の関心の強い情報を発信している
ユーザをフォローすることで、人々は日頃情報を入手している。MMD 研究所の
調査では、中高生が日本や世界のニュースを知る方法としてテレビのニュース
（73.8%）に続き、Twitter などの SNS（55.8%）が 2位に位置付けていることが
明らかになっていおり、特に若い世代において、その傾向は顕著である。 
また、SNSユーザの中には、「インフルエンサー（影響者）」と呼ばれるオ
ピニオンリーダーが存在する。情報発信者のフォロワー数がさほど多くなかった
としても、インフルエンサーの目のとまりリツイートやシェアをされることで、
当初のフォロワー数からは想像できない量の人たちに、一瞬で、インフルエンサ
ーの言葉とともに届けられる。同様に、多くのネットメディアもこれと同じ役割
を果たす。これはデジタル社会以前には考えられなかった情報の拡散力である。
インフルエンサーやネットメディアの中には、消費者の購買動向に影響を与える
ものもあり、それらが情報に添えた言葉次第で、その「情報」の意味するものは
大きく変わってしまう可能性がある。これがインフルエンサーやネットメディア
がもつ拡散力である。 
中には、チロルチョコ株式会社のように、誤った情報の拡散を逆手にとってブ
ランドイメージを向上させた例もある。2013 年 6 月 11 日 13 時頃、Twitter に投
稿された「チロルチョコの中に芋虫いた。どーゆーこと？ありえない。もう絶対
食べない。これ見ないで食べてたら、わたし芋虫食べてたってこと？怖すぎ
る、、」（現在は投稿削除）というツイートは 1万件以上リツイートされること
になった。これを受け同日 16 時、チロルチョコ株式会社の Twitter 公式アカウ
ントは、写真から判断できる製品の製造時期と芋虫の大きさから、この芋虫は生
産工程の中で混入したものではなく、出荷後の保管中に混入したものであること
を明らかにした。（チロルチョコ Twitter 公式アカウント、2013）「情報」の拡
散を即時にキャッチアップし、適切に対応した模範解答となるような例である。 
このように、偽りの情報が簡単に拡散されてしまう時代だからこそ、企業の広
報活動は、今までのリアルな世の中を対象としていたものから、SNS も考慮し
たものに見直さなければならなくなった。しかし、広報会議の調査によると、ネ
ット書き込みのモニタリングを実施している企業は 47.8%に過ぎない。（宣伝会
議、2020）だが今後は、すべての企業が、SNS 上での拡散をリスクと捉え、常
に情報収集を徹底し、誤った情報や自社にとって都合の悪い情報を発見した場合
には、今後拡散されるリスクを想定して、迅速に対応を検討するべきである。
（危機管理対応③） 
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ステップ 3：ネット炎上発生 
数多くのユーザの言葉とともに情報が拡散されることで、“ネット炎上”の状
態に陥ることがある。ネット炎上とは、「ある人物や企業が発信した内容や行っ
た行為について、ソーシャルメディアに批判的なコメントが殺到する現象」(山
口、2016)である。つまり炎上とは、当事者と関係ないところで起きている議論
であり、一種の世論のようなものである。この時点では企業が介入することはほ
ぼ不可能であり、火消しの対応がさらなる火種の投下となりかねないため、静観
することも選択肢に入れ、慎重に対応しなければならない。 
2019 年 7 月の吉本興業社長の会見の際には、社長の発言に対して、社員であ
る芸人・タレントが自身の SNS で感想や異議を唱えたことで、ワイドショーな
どで多く取り上げられ世間からの長く注目されることになった。企業自体は静観
していても、このように社員や関係者が SNS での発信をしてしまうこともあ
る。企業は自身の対応だけでなく、社員への適切な指示や配慮を行い、不必要に
炎上を拡大しないように努める必要がある。SNSガイドラインやポリシーを策
定して、日頃から社員のリテラシーを教育しておくのが良い。（危機管理対応
④） 
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図 7 SNSでの情報拡散ステップ 
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7. 考察 
本研究では、企業が不祥事を起こした際に、どのような広報政策をとるべきなの
かを分析した。その結果、現代の企業はガバナンスの整備・強化が当然に求められて
いるため、不祥事発生によるある程度の株価の低下を避けることは難しいことが判明
した。だからこそ、その影響を最小限に抑えるために、適切な広報政策をとらなけれ
ばならないことがわかった。 
 
7.1 危機が株価に与える影響 
近年の不祥事対応を見ていると、まず、経営陣がカメラの前に立って頭を下げる
ことが、不祥事に対する広報政策の流儀になっているようだ。それ故に、社内調査が
甘く、後から新たな不祥事が発覚する度に、同じ面子で会見を繰り返す姿が散見され
る。本来、一度切りの会見で終わらせることができれば、あとは粛々と誠意を持って
対応することがその企業に求められている唯一のことであり、株価も時間の経過とと
もに回復していくと想定される。しかし、例えば、2018 年以降続けて発覚した自動
車会社での検査不正問題は、異なる部位や工場での不正が五月雨式に発覚し、その都
度メディアにとりあげられることとなった。消費者にとっても身近な自動車会社の不
祥事ということで、マスメディアも積極的に扱い続け、延々と繰り返される謝罪の場
面は、世間にネガティブな印象を植え付け続けることになった。本論文では、最初に
新聞掲載された日を軸に分析したため、五月雨式に事象が発覚した場合の分析を定量
的に示すことはできていないが、メディアに取り扱われる都度株価を下げている事象
は見受けられたし、それ以上に、内部統制のとれていない企業であるというレピュテ
ーションリスクは間違いなく免れられないものと推察する。 
 
7.2 企業は危機とどう向き合うべきか 
謝罪会見を開くことが不祥事対応の最適な対応であるとは断言できない。事実、
本論文中で例に挙げた 7Pay の問題は、不祥事が発覚した際に会見を開いたにも関わ
らず逆効果となった。一方、それ以前に同様の不祥事を起こしていた PayPay は、会
見を開くことなく SNS での弁明のみで済ませたにも関わらず、現在も順調にサービ
スを拡大し続けている。本論文でも、2007 年当初の広報政策の有効性が、近年では
棄却されることが判明している。   
つまり、現代においては、不祥事の種類と広報政策を単純に紐づけてマニュアル
化けすることはほぼ不可能ということだ。各企業は、自社の置かれている状況を正確
に判断し、その都度最適な対応策を検討する他ならない。 
ただし本論文では、先行論文に含まれていなかった、4 つの観点について、今後企
業が危機管理に立ち向かううえでの留意点として言及する。 
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7.2.1 SNS 活用 
マスメディアからスクープとして扱われることや、SNS で事実と違う内容で
広がることを避けるためにも、まずは、自社で何が起きているのか、その原因
は何なのかといった事実確認を早急に実施し、自ら公表することが大切であ
る。 
また、自社に関してどのようなネガティブ情報が拡散されているのかを把握
するために、ネット書き込みをモニタリングすることは SNS 時代における危機
管理対応として避けられない。可能であれば、不祥事が発覚した際だけでなく
通常時にも担当者を配置してネガティブチェックを定例的に行うことで、サイ
レントクレームにいち早く対応するのが良い。（図 8） 
SNS 時代においては、消費者が知っている情報も企業がキャッチアップし、
それに沿った対応が求められている。 
 
 
図 8 各拡散ステップでの危機管理対応 
 
7.2.2 会見の目的の再定義 
次に、情報収集後に実施する会見の目的の見直しである。 
企業は、誰に何を伝えることが目的なのかを定義したうえで、カメラの前に
立つべきである。例えばデータ改竄や検査不正の不祥事であれば、消費者は何
よりも、自身の所有物・利用しているものへの影響有無を知りたいと思ってい
るはずである。どこで影響有無を確認できるのか、どのように対応してもらえ
るのかなど、適切な情報を、誠意をもって伝えることが一番に求められる。 
一方、横領やインサイダー取引などカネに絡む不祥事は、多くの場合一般消
費者にはさほど影響のないことが多い。この場合は、どのような事態が発生し
たのか、被害額はどの程度なのか、そのような不正が行える状況はなぜ作り出
されたのか、今後どのような対応をしていくのかなどを、主に株主に対して報
告し、信頼低下を最小限に止めることが、最初に実施すべきことである。 
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兎にも角にも、カメラの先にいる人が誰なのか、対象者に示すべき誠意を最
大限に見せることが、会見を実施することの最大の目的である。それを実現で
きる人員が経営者でないのであれば、最適な人材を配置した会見とすべきであ
る。もちろん、企業のトップが頭を下げることは誠意を見せる手段として相応
しいが、その場凌ぎの会見は今後通用しなくなってくるであろう。 
 
7.2.3 第三者委員会の利用 
また、第三者委員会の利用も慎重に行うべきである。 
本来、第三者委員会は、企業不祥事が頻発するなかで世間の信頼を取り戻す
ことを目的に設置されるべきものである。しかし、中には、経営者の依頼によ
り、その責任を回避するために利用されているものも存在するように思える。
今回取り上げた不祥事の中にも、第三者委員会の調査報告をもってクローズ
し、その後の現状が明確に示されていなかった件が複数存在する。日本弁護士
連合会は「第三者委員会の活動がより一層社会の期待に応え得るものとなるよ
う」、ガイドラインを設けている（日本弁護士連合会、2010）が、第三者委員
会の設置自体は企業に義務付けられたものではなく明確なルールや罰則は存在
しないため、調査報告書を読むと、結局は「十分な証拠が残っていない」など
の理由により、曖昧な結論にされていることがあるのが現状だ。 
 このような状況に危機感を持った有志が、第三者委員会報告書格付け委員会
を設立し、第三者委員会およびその報告書に対する社会的信用の向上を目指し
て、定期的に実際の報告書の格付けを行っている。その結果、2014 年 5 月より
公開されている 21 件の格付けの中で、最高評価 A に該当するのは 2 件のみで
ある。（第三者委員会報告書格付け委員会、2014-2019）（図 9） 
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図 9 過去の第三者委員会調査報告書格付け結果 
    
不祥事の危機管理対応の一つとして、第三者委員会等外部調査を入れること
は、社外取締役の導入同様、適切な調査・判断を行うために必要な対応であ
る。ただし、現在は、第三者委員会の設置という行為が一定の評価を得ている
に過ぎない状況である。今後は、調査報告内容やその水準まで評価されるよう
になることが考えられ、本来の目的から反ることのない人選や実情調査を行う
ことが求められていくであろう。 
 
7.2.4 社員への説明責任 
最後に、自社社員への説明責任に触れることとする。 
不祥事が発覚した際、経営者と関係部署の一部社員、広報や総務担当者で危
機管理対応が行われることがほとんどだ。どこからか情報が漏れ、誤った情報
が独り歩きすることを防ぐためにも、正式な公開までは、限られた人員で対応
を推進するのが鉄則である。しかし、その後も、他部署や一般社員に情報が共
有されることなく事態の収束を迎える状況は、リスク管理の面でふさわしくな
い。社員からマスコミへ情報が不要に伝達することを防ぐためにも、現状と今
後の対応について、トップから速やかにメッセージを発信すべきである。その
タイミングは、メディアを通じて世間に初めて情報が発信された時期と等しい
方が良い。 
SNS が発達し、社員ひとりひとりが簡単に情報発信者となる現代では、企
業は、詳細な情報の提供までは避けるべきだが、真摯に危機管理に取り組んで
いる現状を伝え、社員の不安を取り除くことに努めるべきである。たとえ社員
が自ら情報を発信しなくても、社員の知人や家族から、誤った、もしくは誇張
された情報が漏れることがある。それを防ぐためにも、社内広報にも誠意をも
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って対応していくことは必須で、これも危機管理広報政策の一つと言ってよ
い。 
また、企業が不祥事を乗り越えて立て直していくためには、事業遂行者であ
る社員の力が必要不可欠である。少なからず、連日自社の不祥事がメディアに
取り上げられるような状況は社員にとって好ましくないものではない。近年の
転職理由の一つに「企業の将来性に疑問を感じたから」（エン・ジャパン、
2019）とあるように、長引く不祥事対応が社員の流出の引き金になりかねな
い。 
マスメディアに取り上げられる内容は、社会的な重要度よりも話題性重視で
あることが多い。よって、マスメディアにわたって扱われる事案でも、実際に
紐解くと、業績にさほど負の影響を与える内容でないこともある。よって、社
員が自社の情報をマスメディアからしか入手できないという状況は好ましくな
く、経営層や広報担当者は、正しい情報を社内広報として伝えるよう努めなけ
ればならない。 
 
8. 研究の限界と今後の課題 
 
本論文では、企業における広報活動の有効性を示すことを目的に、企業の有事の
際にとるべき企業の広報政策に焦点をあてて分析を行った。しかし、各企業・不祥事
ともに、どれをとっても全く同じものはなく、定量的に明確な政策を示すまでの十分
な検証が行えなかった。 
広報活動は、先にも述べたとおり、「Public（公衆との）Relations（関係づく
り）」を遂行することがすべてである。人間関係と同様、企業が通常時にマスメディ
アとどのような繋がりを築けているか、世間からどのようなイメージを持たれている
かによって、有事の際にとるべき政策に違いが発生する。その点で、不祥事の内容と
広報政策を一般的に紐づけることはそもそも不可能であるというのが、本論文での結
論として適切なのかもしれない。よって、このように、不祥事の際に実施すべき広報
政策として明確な答えを出せなかったことが、本研究の限界である。ただし、視点を
変えると、危機発生時のリスクを最小限にするために、記者リレーションやあらゆる
情報の調査など、日頃の広報活動を徹底することが重要であるという気づきを得るこ
とができた。本論文にてこの視点での分析は実施できなかったため、今後の研究課題
といたしたい。 
また、本研究では、先行論文を踏襲し、「Public（公衆との）Relations（関係づく
り）」の成果を株価と定義して分析した。しかし、本来の広報活動の目的は、株価維
持である場合もあれば、経営体制を維持したい、事業縮小を防ぎたいなど、その時に
企業が置かれている状況により様々である。複数企業を一律に比較するため、株価と
いう指標に頼らざるを得なかった点が、本研究の限界である。実際の広報活動の際に
は、活動の先に目指すものを、経営層と広報担当者が認識を合わせたうえで取り組ん
でいくことが求められる。 
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そして、不祥事の連鎖に対する政策を立案できなかったことが、最後の心残りで
ある。近代の不祥事の中には、不祥事対応が完了していない中で別の不祥事が発生し
てしまう例が見受けられる。例えば、2019 年 3 月に海外における合弁会社の経営層
の横領問題を公表した大和ハウス工業は、翌月、国内での建築基準法違反が発覚し、
立て続けに社長がカメラの前で頭を下げた。日産自動車は、ゴーン氏の告発から始ま
ったはずが、蓋を開けてみれば、その時の会見の場に一人で立っていた西川氏が同様
にカネを巡る問題で失脚するなど、不祥事の連鎖が起こっている。自動車会社の不正
検査問題も、新たな部位や拠点での不正が見つかることは、本来別事象として取り扱
うべきなのかもしれない。このように、一つの企業で、不祥事の連鎖が発生した際の
広報活動の難易度は、連鎖が発生していない状況と比較するとはるかに高いことと、
世間が企業を見る目が段階的に厳しくなるのではと想定できるのだが、それを分析・
立証する手立てがなかった。おそらく、不祥事を繰り返す経営体質の改善という側面
で、コーポレート・ガバナンスの徹底という議論に傾くであろうが、いざ連鎖したと
きにとるべき広報政策として提言できる可能性はあるであろうから、こちらも今後の
研究課題とする。 
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